






































































































上場 非上場 上場 非上場
利子（ 2） 配当（ 3） 譲渡益・譲渡損（ 4） 配当 配当 譲渡益 譲渡損（ 5） 譲渡益 譲渡損
















源泉分離 なし 申告分離 申告分離 源泉分離 総合 総合 総合 申告分離 なし
・	網掛けの箇所は，租税特別措置法上の損益通算が認められている項目を示す。
・	源泉分離課税の税率は，所得税15%・個人住民税 5 %である（措法 3条，地方税法71条の 6など）。
・申告分離課税の税率は，所得税15%・個人住民税 5 %である（措法 8条の 4，37条の10，地方税法71条の30，71条の49な








こと（平成16年報告書 2 - 4 頁），後者につい
ては，株式譲渡損失と通算できる利益の範囲
を可能な限り拡大することである（平成16年







































































































































































































































改正とその影響」税理47巻 6 号 2 頁， 6 - 7 頁（2004年）を参
照。
（14）国枝繁樹「金融所得一体課税の論点と課題」税務弘報52


























（23）平成25年度改正後措法 8条の 4第 3項を参照。
（24）例えば，永長正士「金融所得課税一元化の方向性」租税
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